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CCU	 二酸化炭素回収・利用
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PEM	 プロトン交換膜
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P2G	 パワー・ツー・ガス
R&D	 研究開発 
SMR	 水蒸気メタン改質
SOEC	 固体酸化物電解セル
TFEC	 最終エネルギー消費合計
VRE	 変動性再生可能エネルギー
w/RE	 再生可能エネルギーによる



技術概要 7

政策立案者向け洞察

パリ協定の目標を達成するには、世界のエネル
ギーシステムを大きく変革しなければなりませ
ん。このような状況において、再生可能エネルギ
ーによる低炭素電力が望ましいエネルギーキャリ
アになる可能性があります。同協定が掲げる脱炭
素型エネルギーの世界を実現するには、世界の
エンドユーザーが消費する全エネルギーに占め
る電力の割合を（2015年の割合からほぼ倍増さ
せて）2050年に40%にまで上昇させる必要があ
ります。

しかし、輸送、工業、そして高位熱が必要な用途
など、一部セクターを完全に脱炭素化することは
単に電化だけでは困難な可能性があります。   こ
の課題に対応可能なのが、大量の再生可能エネ
ルギーを電力セクターからエンドユースセクター
へ供給できる、再生可能エネルギーから生産され
る水素です。

したがって、水素はエネルギー移行におけるミッ
シングリンク（失われた環）となる可能性があり
ます：再生エネルギーを利用して水素を生産す
れば、電化での脱炭素が困難なセクターにエネ
ルギーを供給できます。

供給先としては以下が含まれます：

•	 工業：水素は（精錬、アンモニア製造、バルクケ
ミカルなど）複数の業種で広く使用されてお
り、その大部分は天然ガスから生産されてい
ます（図4を参照）。再生可能エネルギーを原料
とする水素は、高排出用途における化石燃料
ベースの原材料の代わりに活用できる可能性
があります。

•	 建物および電力：再生可能エネルギーから生
産される水素はある割合までは既存の天然ガ
スグリッドに注入可能なため、エンドユースセク
ターにおける天然ガスの消費量や排出量（建
物内の熱需要、電力セクターのガスタービンな
ど）の削減につながります。水素を高排出の工
業工程から出る二酸化炭素（CO2）と組み合わ
せて、最大100%の合成ガスをガスグリッドに供
給することが可能です。

•	 輸送：再生可能エネルギーを原料に水素を生
産した場合、燃料電池電気自動車（FCEV）は
低炭素型の移動オプションとなり、従来の自動
車に匹敵する運転性能を発揮します。FCEVは
バッテリー式電気自動車（BEV）を補完し、中
～高デューティサイクルセグメントにおける現在
のバッテリーの制約（重さ、走行距離、充電時
間）のいくつかを克服することができます。

電解槽による再生可能エネルギーからの水素
生産は、高レベルの変動性再生可能エネルギー

（VRE）のエネルギーシステムへの統合の促進
につながります。

•	 電解槽は電気を使用して水を水素と酸素に分
解する装置です。再生可能エネルギーから生
産された電気を使用することで、水素は再生
可能エネルギーキャリアとして、電力を補完し
ます。電解槽は、風力発電や太陽光発電の状
況に応じて電力消費を調整することが可能で、
その場合は水素が再生可能エネルギーの貯
蔵源となるため、VREの電力システムへの統
合に役立ちます。したがって、柔軟な取り込み
量が可能なほか、最適な能力で運転し、工業
や輸送セクターやガスグリッド注入の水素需要
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に応えながら、グリッド調整サービス（上下方
向への周波数調整）を行うことができます。

•	 下流セクター（ガスインフラ、水素サプライチェー
ンなど）が持つ貯蔵能力は長期的にVREを吸
収するバッファーとして機能でき、季節貯蔵を
可能にします。

•	 再生可能電気を利用した水素生産は再生可
能電力の新しい下流市場の創成につながる
可能性があります。再生可能電力発電者がさ
らされる電力価格の変動リスクの軽減が期待
されます。例えば、発電量の一部またはすべて
を電解槽オペレーターに長期契約で販売する
場合などが挙げられます。これは市場の構成
や規制により可能な場合とそうでない場合が
あります。

主要な水素技術の成熟が進んでいます。規模拡
大により、必要とされる技術コストの削減が可能
になります。

•	 水素セクターには、確立したグローバルプレー
ヤーや成熟した技術や工程が揃った数十年に
わたる経験という基盤があります。

•	 プロトン交換膜（PEM）電解槽および燃料電
池は技術的成熟およびスケールメリットの実
現に近づいています。商業的展開が世界の複
数の地域でスタートしています（例：日本、カリ

1	 （水電解により）再生可能電力から生産された水素をベースにした合成燃料をCO2と一緒にリアクターに加え
ることで合成ガス（COとH2）が生成され、それを液化してさらに精製することでe-ディーゼルやe-ケロシンなどに
なります。このような燃料は内燃機関自動車内で従来の燃料と混ぜて使用することができます（このため、「ドロッ
プイン」燃料と呼ばれます）。

フォルニア、欧州）。エネルギー企業、工業用ガ
ス企業、自動車用純正部品メーカー、その他
の産業ステークホルダーは、拡大する可能性
を秘め、急速に成長するこの市場を活用する
べく態勢を整え、支持団体（水素協議会など）
を設立しました。既存のインフラ（ガスグリッド
など）を最大限に活用し、石油やガスをベー
スにした現在のエネルギー供給や収益に代
わりうる再生可能エネルギーから生産される
水素に向けて準備することを目指しています。

•	 当初の取り組みは、最小限のインフラ要件でス
ケールメリットを迅速に生み出せるよう大規模
用途と、再生可能エネルギーを原料とする水
素が環境目標達成と現地の排出規制遵守の
最善のオプションとして際立つセクターとに注
力することが望ましいと考えられます。そのよう
な用途には大規模工業（石油化学、鉄鋼など）
や中型・大型輸送（中型・大型乗用車・商用車、
多数のバス、トラック、列車、船、航空機等）が含
まれます。

•	 エレクトロフュエル（E-フュエル、再生可能電エ
ネルギーから生産した液体燃料）1はエンドユ
ースの技術を変更することなく化石燃料の代
わりに使用することができます。バイオ燃料を
補完すると同時に、特定セクター（航空など）に
とって重要なエネルギーとなる可能性があり�
ます。
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適切な民間投資を促す政策および規制の枠組
みが不可欠です。そのような枠組みについては以
下の点を考慮します：

•	 構造的に水素需要を誘発し、インフラへの投資
を正当化すると同時に、炭素リーケージに関連
する懸念に対処するための、最終的な消費者
に対象を絞った、技術に左右されない手段（排
出規制、産業内の再生エネルギーの内容に関
する指令など）の導入。これに加えて、現在使
用されている技術と比べた初期費用の割増分
をカバーするための経済支援対策（設備投資
への補助金、税金の払い戻し、免除など）が必
要です。

•	 長期的なガスグリッドへの注入関税、テイク・オ
ア・ペイ契約、電解槽オペレーターの付帯サー
ビス市場への参加、電力グリッドの料金や税の
免除を可能にするスキーム、インフラや水素の
展開を支援するための市場の取り込みを促進
するリスク軽減策、の導入。

水素はエンドユーザー需要からは遠いところにあ
るものも含め、高品質な再生可能エネルギー資
源の活用に対する可能性を高めます。生産され
た水素は（液化天然ガスのように）グリッド接続の
制限を受けることなく、世界的な一次産品として
輸送することが可能です。

概して、再生可能電力から生産された水素は高
い電解槽の利用率と低コストの再生可能電力を
組み合わせることでコスト効率を達成できると考
えられます。ただし、結果については生産現場ご
とに慎重な評価が必要です。高資源ロケーション
での太陽光発電所や風力発電所と直接連結さ
せた大規模のオフグリッド水素プロジェクトであれ
ば、低コストの100%再生可能水素を提供できる
可能性があります。ただし、太陽光および風力を
資源として使用するため、電解槽の利用率は低く
なり、これが水素コストを引き上げる可能性があ
ります（図12参照）。一方、需要に近く、グリッドに
接続された生産施設であれば、電解槽の利用率
を最大限に引き上げ、ロジスティックコストを最小
限に抑えることができますが、それほどの低い電
力価格、それも100%再生可能電力供給によるも
のにはアクセスできない可能性があります（図9
参照）。
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1 状況説明 

パリ協定は産業革命以前からの今世紀中の地球の温度上昇を平均「2°C未満」に抑えることを目標
に掲げています。この目標を達成するには、あらゆるセクターにおいて大幅な排出削減が必要です。

�

�

���� ���� ���� ���� ���� ���� ���� ���� ����

��

��

��

��

エネルギー関連CO� 排出量（Gt/yr）
参考事例：�� Gt/yr （����年）

REmap事例：�.� Gt/yr（����年）

建物

輸送

地域熱

電力

��

�� %のCO�排出
削減（再生可能
エネルギーとエ
ネルギー効率に
よる）

��

再生可能
エネルギー：

�� %

エネルギー
効率：
�� %

w/RE電化：
�� %

その他：
� %

產業

建物

輸送

地域熱

電力

産業

図1： �再生可能エネルギーの取り込みを加速した場合（REmap）と比較した、現行政策のもとでのエネルギー関連の二酸化
炭素排出量（参考事例）、2010–2050

すべてのセクターで温室効果ガスの大幅な削減が必要。再生可能エネルギーとエネルギ
ー効率により、エネルギー関連のCO2 排出量の削減のうち90%以上を達成可能。

注：REmapとは今後数十年の間に再生可能エネルギーを急速に拡大させるためのIRENAのロードマップを指し、参
考事例とは現行の計画および政策が定める道筋を指します。CO2 = 二酸化炭素、
Gt/yr = 一年あたりのギガトン、w/RE = 再生可能エネルギーによる
出典：IRENA（2018）
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1.1 �エネルギー移行：より広い視点から

パリ協定の目標を達成するには、化石燃料を主
なベースとしたものから効率的な低炭素型エネ
ルギーシステムへと世界のエネルギーシステムを
大きく変革しなければなりません。国際再生可
能エネルギー機関の分析（IRENA, 2018）による
と、世界で必要なCO2排出削減量の90%以上が
これらの対策によって実現可能であることが明ら

かになっています。再生可能エネルギーが必要な
排出削減量の41%に直接貢献し、電化を通じて
さらに13%貢献します（図1参照）。この目標を達
成するためには、世界の最終エネルギー消費合
計に占める再生可能エネルギーの割合を現在の
18%から2050年には65%まで引き上げる必要が
あります。電力システムにおける変動性再生可能
エネルギー特に、風力・太陽光エネルギーは発電
容量の大部分を占め（図2参照）、全発電量の約

再生可能エネルギーは、2050年までに電力への依存増大と発電設備容量の大幅な拡大
により、世界のエネルギーの大部分を供給することが可能です。
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風力

電力
工業と建物
輸送

ガス
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注：CSP = 集光型太陽光発電、GW = ギガワット、PV = 太陽光発電、TFEC = 最終エネルギー消費合計
出典：IRENA（2018）

図2： �参考事例およびREmapでの最終エネルギー消費合計における再生エネルギーの割合、およびRemapのもとで2050
年に予測される再生可能エネルギーの発電設備容量
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60%をまかなうことが可能です。このように大き
な割合の変動性発電を経済的に統合するには、
より柔軟性のある電力システムが求められます。

現在、世界のエネルギー関連の排出量の1/3は、
現時点では化石燃料に代わる経済的なエネルギ
ー源を持たない経済セクターから排出されてい
ます（IRENA、2017a）。これらの大半は大量のエ
ネルギーを要する業種や貨物輸送に由来します
（図3）。

電力
38 %

貨物
8 % 乗用

その他 2 %

その他道路 3 %

乗用車 9 %

調理 2 %
温水 2 %

暖房 5 %

その他
5 %

化学 5 %

セメント 7 %

鉄鋼  6 %
現時点で、大幅な
脱炭素に向けた
経済的に実行可能
な選択肢のない
セクター

DHC 3 %

アルミニウム 1 %
紙 0 %

輸送

電力

建物

その他

工業

地域冷暖房

図3：世界のエネルギー関連CO₂排出のセクター別内訳（2015年）

出典：IRENA（2017a）

エネルギー関連のCO2排出の約1/3には経済的に実行可能な選択肢がありません。
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水素は技術的視点から見て、エネルギー移行に
おける「ミッシングリンク（失われた環）」になる可
能性があります。再生可能電力から生産される水
素は、輸送、建物、工業などの電化（したがって脱
炭素）が困難なセクターへ大量の再生可能エネ
ルギーを電力セクターから供給することを可能に
します。

したがって水素は、これらセクターの脱炭素化の
促進、大量の変動性再生エネルギー（VRE）の統
合、輸送可能な水素の生産によるVREの生成と
消費の分離という、3種類の好ましい成果を促す
上で重要な役割を果たします。しかし、水素は現
時点では経済的な競争力が低いことから、これ
らセクターの脱炭素化を実現するには、生産およ
び供給にかかるコストの大幅な削減が必要です。

この概念は、大規模な脱炭素化の必要性
（COP21）、再生可能エネルギー資源（特に風
力・太陽光）の割合の増加および費用低下、これ
に伴うより柔軟性のある電力システムの必要性を
はじめとする、数々の進展の結果として、世界的
に広く認識されつつあります。これと平行して、水
素関連技術の技術発展やコスト軽減により、再生
可能エネルギーから生産される水素の競争力が
高まりつつあります。

2	 www.marketsandmarkets.com/PressReleases/hydrogen.asp. 

1.2 水素の現在

水素産業は十分に確立しており、水素を原料と
して使用する業種において数十年に及ぶ豊富
な経験があります。水素原料市場は推定1150億
USDの市場規模があり、今後大幅な成長を遂げ
て2022年までに1550億USDに到達すると予想
されています2。2015年、世界の水素需要は合計
で8エクサジュール（EJ）と推定されています（水
素協議会、2017）。

水素需要の最も大きな部分は化学セクターで、ア
ンモニア製造および燃料の水素化分解や脱硫の
ための精製に使用されています。このほかにも、
鉄鋼メーカー、ガラスメーカー、電子機器メーカ
ー、特殊化学品メーカー、バルクケミカルメーカー
などの工業セクターでも使用されていますが、世
界的な総需要は大きくありません（図4）。

現在、水素生産の95%以上は化石燃料をベース
にしています。水蒸気メタン改質（SMR）が水素
生産の最も一般的な方法です。石油と石炭のガ
ス化も、SMRよりは少ないものの、特に中国とオ
ーストラリアで広く行われています。世界で供給
される水素に水電解で生産されたものが占める
割合はわずか4%程度で、塩素アルカリ工程が主
流です（図4）。

http://www.marketsandmarkets.com/PressReleases/hydrogen.asp
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• アンモニア
• ポリマー
• 樹脂

• 水素化分解
• 水素化処理

• 焼なまし
• ブランケットガス
• フォーミングガス

• 半導体
• 推進用燃料
• ガラス生産
• 脂肪の水素化
• ジェネレーター冷却 著
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化学

精製
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主要用途 世界のH²需要
に占める割合

水素源

天然ガス
石油
石炭
電気分解

図4：世界の水素需要および生産源

出典：IRENA、FCH JU（2016）に基づく3

3	 データはグローバルCCSインスティテュート（Global CCS Institute、2008）に基づいています。データには副産
物として生成されるもの、および放出・燃焼される水素は含まれていません。世界で生産されるアンモニア合計
の約80%は窒素ベースの無機性肥料の生産に使用されています。

石油化学原料は現在の水素需要の大部分を占めており、そのほとんどが 
化石燃料をベースにしています。
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1.3� エネルギー移行における水素

水素はエネルギーキャリアでありエネルギー源で
はありません。水素はさまざまなエネルギー資源
から生産することができます。従来、水素は主に
化石資源から生産されてきました。低炭素型エネ
ルギーの未来では、水素は再生エネルギー資源
の価格を安定させる道筋となります（再生可能
電力からの水素生産に向けた道筋の可能性に
ついてはセクション2.1を参照）。本展望報告書は
水電解による再生可能電力からの水素生産 - 簡
単に言うと「再生可能エネルギーを原料とした水
素」、あるいは業界用語では「電力の水素変換」
と表現 - に焦点を当てています4。

水素と電気はエネルギーキャリアとして、エネル
ギー移行において補完的役割を担います。再生
可能エネルギーを原料とした水素には、脱炭素
化が困難なセクターに大量の再生可能電力を
供給する技術的ポテンシャルがあります。

•	 工業：現在複数の工業セクター（精製、アンモ
ニア、バルクケミカルなど）で広く使用されてい
る、化石燃料を原料とした水素は、再生可能エ
ネルギーを原料とした水素で代用することが
技術的に可能です。長期的には、再生可能エ
ネルギーを原料とする水素は、経済的競争力
を実現することで、これらのCO2を大量に排出
する用途において化石燃料ベースの原料にと
って代わる可能性があります。ただし、このた
めには現在のプロセスを修正する必要がある
かもしれません。

4	 「グリーン水素」について世界的に合意された、または標準化された定義はまだありません。しかし、欧州では
欧州燃料電池水素共同実施機構（FCH JU）（www.certifhy.eu）が資金拠出するCertifHyプロジェク
トのもとで到達した定義が先行して、かつ幅広く支持されています。近い将来、二酸化炭素の回収および利用/
貯蔵（CCU/CCS）により化石燃料を原料として大量の水素を生産できる可能性がありますが、この点は本展望
報告書の対象ではありません。

•	 建物および電力：水素をガスグリッドに注入す
ることで天然ガスの消費量が抑えられます。注
入は電解槽オペレーターにとって、モビリティや
工業市場への水素販売以外の追加収入源と
なる可能性があります。短期的に見ると、これ
はスケールメリットによりコスト低減を引き起こ
すために必要な量を達成し、かつ長期的には
再生可能電力を原料とした水素の競争力を
向上させる上で、大きく役立つ可能性がありま
す。このいわゆる「電力の水素変換」が電力に
対して有する主な優位点は、水素が大規模に
貯蔵可能であることから、需要の大幅な変動
に対応でき、季節の需要ピーク（冬季の暖房な
ど）に応えられるよう季節間の貯蔵が可能であ
ることです。

•	 輸送：燃料電池電気自動車（FCEV）は、再生
可能エネルギーを原料とする水素を燃料に使
用することで、従来の車両に匹敵する運転性能

（走行距離、充電時間）を持つ低炭素型の移
動オプションとなります。FCEVはバッテリー式
電気自動車（BEV）を補完します。こうした車両
によって、現在バッテリーに限界がある高デュー
ティサイクルセグメント（トラック、列車、バス、タ
クシー、フェリーボート、クルーズ船、航空機、フォ
ークリフトなどの長距離または高使用率車両）
に対して電化モビリティ市場が拡大されます。
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パワー・ツー・ハイドロジェン（電力の水素変換）
によって、電力システムに組み込むVREの割合
の増加を受け止める柔軟性が生まれます。

電解槽は電気を利用して水を水素と酸素に分解
する装置です。電解槽はモビリティ用途、工業利
用、またガスグリッドへの注入のための水素生産

を行いながら、電力システムに対する低コストの
調整サービス（上流および下流）を提供できる柔
軟な取り込みが可能です。下流セクター（ガスイン
フラ、水素サプライチェーンなど）が持つ貯蔵能力
は、電力システムのニーズに応じてリアルタイムで
水素生産を（したがって、電力消費を）調整する
バッファーとして活用できるほか、場合によっては

再生可能電力

副産物 バイオマス
ベース水素

輸入水素

電解槽

貯蔵
（岩塩内貯蔵、
貯蔵タンク）

CO2 (CC)

海運

高位熱
（>650 °C）

工業原料 輸送

工業

建物

電力

FC列車

燃料電池
電気自動車

重量車

航空

グリッド

電力 再電化
（パワー・ツー・パワー）

メタン生成
混合

ガス
グリッド

図5：水素によるVREのエンドユースへの統合

水素は電力と建物・輸送・工業との間のカップリングを促進できます。
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水素は将来的に再生可能エネルギーを長距離輸送する手段になりえます。

長期にわたってVREを吸収することで季節貯蔵
を可能にします。つまり、水素は電力システムと工
業・建物・輸送との間の「セクターカップリング」に
貢献して柔軟性を高めつつ、VREの電力システ
ムへの統合を促進します（図5）。

中長期的には、水素は、特に電力グリッドの容量
が不十分な場合や、電力グリッドの建設が実現
困難または割高である場合、再生可能エネルギ
ーを長距離にわたって輸送・供給する手段にな
りえます。これは海上風力発電に当てはまるかも
しれません。海上で生産された水素を既存の海
上パイプラインを改造した、または新設した天然
ガスパイプライン経由で陸上に輸送することで、
海底ケーブル敷設よりコストを低く抑えることが�
できます。

安価な再生可能エネルギー資源が豊富にある
地域は、再生可能電力生産の可能性が限られて

いる、またはコストがかかる地域向けに輸送用水
素を生産することができます。水素による再生可
能エネルギーの輸送は、地域レベルから世界レ
ベルまでさまざまな規模で展開することができま
す。後者の選択肢は再生可能エネルギーのポテ
ンシャルに富む国（オーストラリアなど）や、日本な
どの現地の再生可能エネルギーのポテンシャル
が限定されている国など、複数の国で検討され
ているところです。

長距離輸送には気体または液体の水素より、液
体有機水素キャリア（LOHC）やアンモニアなどの
水素キャリアが適している可能性があります。た
だし現時点では、水素の大量輸送にはパイプライ
ンが依然として最も経済的なルートであることか
ら、「ガスグリッドのグリーン化」によって量を急速
に増加させ、水素の費用を下げるために必要な
スケールメリットを実現することが可能です。
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2 �現在の技術的状況・展開

2.1 �再生可能水素生産の道筋および現在
の成熟度

図6が示すように、再生可能エネルギー資源を原
料に水素を生産する上で最も確立された技術的
選択肢は、水電解と、二酸化炭素の回収および
利用/貯蔵（CCU/CCS）を伴う、または伴わない

バイオメタン/バイオガスの水蒸気改質です。それ
ほど成熟していない道筋としては、バイオマスの
ガス化と熱分解、熱化学水分解、光触媒、バイオ
マスの超臨界水ガス化、暗発酵と嫌気性消化の
組み合わせがあります。

使
用

さ
れ

る
原

料

応用研究 /試作 / 実証 / 商業化

バイオマス
および

バイオガス

日照

再生可能電力
SOEC
電解槽 PEM

電解槽 ALK
電解槽

熱分解
およびガス化

嫌気性消化＆
暗発酵

水蒸気改質超臨界水ガス化

光触媒熱化学水分解

図6：再生可能水素生産の道筋および現在の成熟度

注：ALK = アルカリ、PEM = プロトン交換膜、SOEC = 固体酸化物電解セル
出典：FCH JU（2015）、EUにおける再生可能資源を原料とした水素に関する研究に基づく。
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2.2 �電解による水素生産

現在、主に3種類の電解槽技術が利用または開
発中です。本セクションでは、電解槽の技術的展
望、またはその性能の詳細なモデリング、それに
係る水素生産コストへの影響について概要を簡
潔に説明します。

アルカリ（ALK）電解槽は100年近くにわたり工
業によって利用されてきました。プロトン交換膜

（PEM）電解槽は現在市販されており、とりわけ
他に比べて柔軟性が優れ、環境影響が小さいこ
とから、市場での人気が急速に高まっています。
固体酸化物電解槽はエネルギー効率を向上さ
せるポテンシャルを有しますが、まだ開発段階に
あり、ALKやPEMとは異なり、高温で動作します

（FCH JU, 2017a; FCH JU, 2014）。

ALKおよびPEM電解槽の比較

ALK電解槽技術は十分に成熟しています。エネ
ルギー以外の用途、特に化学工業（塩素製造な
ど）で、1920年代から工業利用が行われてきま
した。対照的に、PEM電解槽技術は急速に台
頭中で、商業展開がスタートしています。これま
での展開と安定した生産量により、平均設備投
資（CAPEX）はキロワットあたりベースでPEM電
解槽よりALK電解槽の方が低くなっています。
しかし、PEMのCAPEXは近年大幅に下がり続
けています（FCH JU, 2014; FCH-JU, 2017a）。

5	 電解槽メーカーの製品ロードマップはそれぞれ異なる側面に注力してきました。効率性に重点を置くメーカーか
ら（工場の効率を最大75%改善）、柔軟性に重点的に取り組むメーカー（ALKおよびPEM）までさまざまです。一
般に、あるパラメーターの改善（効率性など）は別のパラメーターの低下（価格/kWなど）につながります。よって、
表1では電解槽技術の平均的な現状を示しています。

ALK電解槽の寿命は現在2倍で、今後10年間は
ALK電解槽の寿命の方が著しく長いという状
況が続くと予想されます。以下の表1はALKおよ
びPEM電解槽の今日の技術経済的特徴と将来
的に期待される改善点に関する概要を示してい�
ます5。

最新のPEM電解槽は従来のALK技術より柔軟
に動作し、かつ反応性も優れています。PEM技
術は動作領域が比較的広範でレスポンスタイム
も短いことから、複数の電力市場から収益を獲
得するために柔軟に運用できる利点があります

（NREL, 2016a; NREL, 2016b）。システムは最
小限の消費電力でスタンバイモードに保つことが
でき、定格負荷より高容量で短時間（10‐30分）
の動作も可能です（100%超、最大200%）。上流・
下流制御能力を備えたPEM電解槽は利用可能
な発電能力を損なうことなく高周波数制御予備
力（FCR）を提供することができます。言い換える
と、PEM電解槽のオペレーターは、水素が十分
に貯蔵されている場合、顧客（工業、モビリティ、
ガスグリッドへの注入）に水素を供給すると同時
に、追加的なCAPEXやOPEXを低く抑えながら
付属的サービスをグリッドに提供することができ
ます（NREL, 2016a; NREL, 2016b）。

このような柔軟性の向上はパワー・ツー・ハイドロ
ジェン（電力の水素変換）の全体的な経済性を改
善し、複数の電気市場からの新たな収益の流れ
を生み出すことでALK電解槽と比較したPEM電
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表1：ALKおよびPEM電解槽の技術経済的特徴（2017年、2025年） 

解槽の投資コストの高さを相殺する可能性があ
ります（NREL, 2016a; NREL, 2016b）。ただし、
付属サービス市場では現在、価格の大幅な下落
に見られるように、熾烈な競争が繰り広げられて
おり、中期的に電解槽のビジネスケースに影響を
及ぼす可能性があります。

PEM電解槽は、水素を大気圧（最大15 bar）で
生産するALK電解槽より高い圧力（一般的には
約30 bar）で水素を生産します。

その結果、エンドユースに望ましい圧力に到達す
るための下流圧縮の必要性は低くなります。これ
はモビリティなど、高圧が重要となる用途で特に
重要です。

技術 ALK PEM

単位 2017 2025 2017 2025

効率性 電力kWh/ 水
素kg 51 49 58 52

効率性（LHV） % 65 68 57 64

スタック寿命 運転時間 80 000 h 90 000 h 40 000 h 50 000 h

CAPEX – システムの総コ
スト（電力供給・設置コス
トを含む）

EUR/kW 750 480 1 200 700

OPEX
年あたりの初
期CAPEXに
占める割合�

（％）
2 % 2 % 2 % 2 %

CAPEX – スタック交換 EUR/kW 340 215 420 210

一般的な出力圧力* Bar 大気圧 15 30 60

システム寿命 年 20 20

* 出力圧力が高いほど、エンドユースのために水素を加圧するための下流コストが低くなります。

注：H2 = 水素、h = 時間、kg = キログラム、kW = キロワット、kWh = キロワット時、LHV = 低位発熱量、 
OPEX = 運転費、CAPEXおよびOPEXは20 MWシステムに基づく。
出典：FCH JU（2017a）、プログラム・レビュー・デイズ・レポート; FCH JU（2014）、欧州連合における水電解の 
発展。
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電解槽はより低い負荷率でより効率的に運転し、
水素コストに意外な影響を与えます。電力セクタ
ーの大部分のアセットとは違い、PEM電解槽は
定格負荷率未満で運転した方が、効率が高くな
るのです。これは図7でPEM生産工場について
示されている通りです。

アルカリ技術はもともと柔軟性を発揮するよう
に設計されてはおらず、これまで、産業ニーズ
に応えるために一定の負荷率で運転されてき
ました。ただし、近年の進展により、ALK技術は
短期的なグリッドサービス供給に対応できるよう
になっています。しかし、現時点ではALK技術は

6	 ALKは安全面の理由から一定の負荷率を下回ることができませんが（一般的には ~20–30 %）、PEMにはこの
ような制約はありません。

7	 今後の、また必要な技術革新について最近行われた詳細な評価については、シュミット（Schmidt）ら（2017）を
参照してください。

PEM技術に比べて依然として柔軟性に欠ける
ことから6、オペレーターが柔軟性を生かして獲
得できる、追加的収益の点で限界があります。表
2はPEMおよびALKの電解槽の運転動態を決
定づける主要パラメーターを比較したものです。

技術規模の拡大と、導入拡大による費用削減は、
現在、主にPEM電解槽メーカー、さらにALK電解
槽メーカーにとっても、最も深刻な課題となって
います。出力密度、寿命、工場効率性のバランス
を改善するにはR&Dの取り組みを継続する必要
があります7。
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図7： �水素生産およびPEM生産施設の総電力消費を関数とした効率性
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SOEC電解槽のALKおよびPEMとの比較

SOEC技術はALKおよびPEMより優れた効
率性を発揮する可能性を秘めています。しか
し、SOECは技術としての成熟度が低く、その効
果が証明されているのは研究室や小規模の実
証に限られます8。投資費用（CAPEX）は現時点
ではより高いものの、PEM電解槽が触媒層に大
量のプラチナを必要とするのに対し、SOECの生
産には触媒層としてセラミックと数種類の希少材
料を必要とするのみです。至近距離に高温の熱
源が必要な点もまた、SOECの長期的な経済的
実行可能性を限定する可能性があり、SOECに
使用できる再生可能エネルギーは集光型太陽光
発電（CSP）と高温の地熱発電に限られそうです。

SOECは中期的には、大変革をもたらす技術にな
る可能性を秘めています。その優位性としては、
変換効率の向上、そして蒸気とCO2から直接合成
ガスを生産し、合成液体燃料などのさまざまな用
途に活用できることが期待されます9。

8	 例として、FCH JUプロジェクト GrInHyをご参照ください。www.green-industrial-hydrogen.com/
9	 https：//hydrogeneurope.eu/index.php/electrolysers
10	 20 MW電解槽のCAPEX、OPEXおよび技術的特徴はFCH JU（2017b）より引用。

日照からオンサイトで蒸気と電力を共同生産し、
設備利用率の高いCSPプラントとの相乗効果を
利用することは、全投入エネルギーを完全に再
生可能にするためのひとつの道筋です。

PEM電解槽の柔軟性がもたらす利点全体と体
系的な付加価値は、グリッドと接続して初めて確
保することができます。これは、オペレーターが付
属サービスによる収益を確保し、利用率と電力
購入を最適化することを可能にするため、最も競
争力のある形態だとも言えます。図9は20メガワッ
ト（MW）のPEM電解槽を10デンマークのグリッド
（2017年）、北海の海上風力発電ファーム、UAE
の大規模太陽光発電プラント、チリの太陽光・風
力発電ファームといったさまざまな電源と接続
した場合について、現在の技術費用レベルおよ
び2025年におけるさまざまなLCOHを示してい�
ます。

表2：ALKおよびPEM電解槽の動的運転

アルカリ PEM

負荷範囲 定格負荷の15–100 % 定格負荷の0–160 %

スタートアップ（温 – 冷） 1–10分 1秒–5分

ランプアップ / ランプダウン 0.2–20 %/秒 100 %/秒

シャットダウン 1–10分 数秒

注：2017年の値。
出典：FCH JU（2017b）
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グリッド接続に関して、PEM電解槽は電力市場に
直接参加できるものと想定されます。ただし、こ
れは電解槽が既存の工業プラント内およびその
電力ポートフォリオ内に設置された場合に言える
ことで、単体のプラントとしてのユニットは市場で
直接機能するには規模が十分ではありません。

ALK技術はPEMより柔軟性の点で劣るた
め、VREによる変動生産にはそぐわない可能
性があります。唯一考えられるシナリオとして
は、ALK電解槽をグリッド接続として運転すること
です（グリッドサービスからの収益は計上しない）。

さまざまな電力市場へ柔軟性サービスを提供す
ることで、PEM電解槽の投資対効果が大幅に改
善する可能性があります。このサービスによる収

11	 モデルは電解槽オペレーターが運転1時間あたりについてFCRの付け値を受け取ると仮定しています。コミットメ
ントに対する18 USD/MWhの報酬はFCH JU（2017b）のために実施された研究から引用した想定値です。
この仮定は電解槽の配置初期においてのみ有効であると考えられます。（浅い）柔軟性市場はしばらくのち飽和
状態になります。さらに、電解槽は競争の激しいこの市場において他のアセットとの競争を強いられることになり
ます。

益は電力費用の軽減とみなすことができます。
その結果、デンマークのグリッドの価格持続曲線
は、PEM電解槽によるLCOHの計算でグリッドサ
ービスをUSD 18/MWhに設定することで下降し
ます11（図8）。これはLCOHに大きな影響を与え
ます。

PEM電解槽がグリッドに接続されている事例か
ら、以下の結論を引き出すことができます。

•	 負荷率が低ければLCOHが高くなります：償
却を低い生産量に割り当てる必要があるた
め、電解槽のCAPEXは水素コストの主要な構
成要素です。負荷率が低ければ、デンマーク国
内の一般的な電力ミックスはほぼ100%再生
可能となっています。

BOX 1: �PEM電解槽による水素の均等化発電単価

水素の均等化発電単価（LCOH）は、a）風力発電の割合が高い、高度に相互接続されたグ
リッドに接続した電解槽（デンマーク）、b）オフグリッド専用施設という2つの極端な例の比較
により示すことができます。前者の事例では、生み出される水素は100%再生可能ではない
可能性があり、プラントは税金やグリッド料金などの費用を負担しなければなりません。より
高い設備利用率を維持しつつ需要の近くで運転することで、長いサプライチェーンを回避す
ることが可能です。後者の事例では、電解槽の負荷率は再生可能エネルギープラントの負荷
率により決定するため、設備利用率の低下につながります。プラントに必要なサプライチェー
ンは通常、前者より長くなります。

より詳細な研究ではこの2種類の極端な例について興味深い投資対効果が示されています
（Houら、2017）。



技術概要 25

•	 中程度の負荷率（40–80 %）では、LCOHはほ
ぼ一定に保たれます。負荷率上昇時の水素キ
ロあたりの償却減は、電力料金の維持曲線の
「高額」部分を電解槽が消費することで相殺
されます。中程度の負荷率では、デンマーク国
内の一般的な電力ミックスは依然として再生
可能エネルギーの割合が高いものの、100%に
近いとは言えません。

•	 これより高い負荷率では、高い電力料金と伴っ
て、CAPEXコンポーネントにおけるさらなる軽
減はLCOHの値に対してわずかな影響しかな

12	 www.power-to-gas.be/roadmap-study

く、そのような価格ではVREの割合は非常に
低くなると考えられます。

フランダースのパワー・ツー・ガス・ロードマップの
研究12でも同様の結果が出ています。ベルギーで
予測された電力料金の持続曲線に基づき、同研
究はバス用の水素ステーション（HRS）でのH2販
売について、LCOHを計算しています（一日あた
り25台のバスに水素を供給、0.2 MWの電解槽
で900 kg/日を生産）。LCOHの計算にはHRSの
CAPEXとOPEXが組み込まれています。

図8：デンマークの電力価格要因（2017年-2025年)

注：将来の予測電力料金の不透明さを回避するため、2017年の価格が2025年にも当てはまると仮定しています。
出典：価格持続曲線、グリッド料金、グリッドサービスによる収益（電力料金の割引として適用）はFCH JU（2017b） 
より引用しています。
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図9： �ALKおよびPEMで生産された水素の均等化発電単価（LCOH）- 2017年実績および2025年予想 
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研究は次のように結論付けています。「投資対効
果検討書と同じ手法を考慮した場合、HRS（お
よび電解槽）の利用率が一般的に25%を上回る
と、HRSのLCOHはEUR 10/kgを切ることが可
能であるが（図10参照）、利用率がこれより低い
場合は、LCOHは急激に高くなる。」

さらに、滝グラフ（図12）をもとに「LCOHに対
する電力グリッド料金の影響（この例ではEUR 
2.60/kg）は総じて高い。この料金を排除すること
ができれば、LCOHはEUR 5.2/kgの範囲に収ま
ると考えられる」と結論付けています。

VREプラントに直接接続されたオフグリッドの電
解槽は、VREの発電パターンに合わせなければ
なりませんが、これにはPEM電解槽の柔軟性が
必要となります。このため、LCOHのCAPEXコン
ポーネントはVREプラントの負荷率によって決定
されます。

図13はVREプラントに直接接続した電解槽の
LCOHを示しています。負荷率が低いと（図13

内の小さい〇）LCOHが高くなります。電解槽の
償却費用を割り当てる水素生産量が減るので
す。VREのコストと電解槽のCAPEXが将来的に
さらに下がることで、初めて水素を競争力のある
価格で生産することができます。

同時に、オフグリッドシステムの電気のLCOEは平
坦な価格維持曲線を描きます。消費が増えても
電力料金は上がりません。

このような分析の論理に基づき、チリは水素輸出
に向けた戦略を策定中です。一方、日本はより近
い将来における石炭やガスの新しい供給源への
移行の先に目指す、再生可能水素の供給元とし
てチリに注目しています。

チリの水素生産の理想的なケースは、低いLCOE
を高い設備利用率と組み合わせることで、安
価な再生可能電力を最大限活用し、電解槽の
減価償却がLCOHに与える影響を最小限に抑
えるというものです。特に、アルゼンチン（パタゴ
ニアにおける負荷率の高い風力発電による）、�
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およびオーストラリアとチリ（豊富な日照量によ
る）は、余剰VREを圧縮した気化・液体水素（ま
たはLCOHと類似するその他のキャリア、上記を
参照）に変換し、日本13や韓国などの正味需要の
ある地域へ輸送するためのロードマップを策定し
ています。

初の国際的な水素供給は、ブルネイが液体水素
を生産して日本・川崎に輸送する2020年に始ま
る予定です。

13	 www.ammoniaenergy.org/kawasaki-moving-ahead-with-lh2-tanker-project/ and https://www.
bizbrunei.com/ahead-to-begin-worlds-first-international-supply-of-hydrogen-from-brunei-
in-2020/.

14	 www.bizbrunei.com/ahead-to-begin-worlds-first-international-supply-of-hydrogen-from-brunei-
in-2020/.

15	 国や用途により掲げる目標販売価格に大きな幅があるため、工業用水素の価格について統一した結論に達す
ることは不可能です。

LCOHを大局的に見るべく、各種用途の水素の
目標販売価格をグラフに示しています。将来的
な価格予想については、米エネルギー省が燃料
補給所でのUSD 5/kg（US DOE, 2018）での供
給を目標に掲げている一方、日本は2030年ま
でに現行のUSD 10/kgからUSD 3/kgに引き下
げることを目指しています14。さらに、FCH JUは
EUR 6/kgを目標としています。

この点については図11で示しています15。

図11：水素輸送サプライチェーンの目標累積コスト

5–6 $/kg $$ $$ 13–16 $/kg

H2 生産 H2 圧縮

サプライチェーン
累積コスト - 
現在の予測

H2 ロジスティク H2 流通

Trailer SWAP

Trailer SWAP

Trailer SWAP

1–3 $/kg $ $ 3–7 $/kg
サプライチェーン
累積コスト - 目標
（欧州）

HINICIO（2016）に基づく、US DOE（2018）による燃料補給所での現在の推定価格。ただし、日本は現在10 USD/
kgと推定。目標生産価格：IRENA分析。燃料補給所での目標販売価格は日本で3 USD/ kg for Japan、米国で5 
USD/ kg、欧州で6–7 USD/ kg。本文を参照。

http://www.ammoniaenergy.org/kawasaki-moving-ahead-with-lh2-tanker-project/
https://www.bizbrunei.com/ahead-to-begin-worlds-first-international-supply-of-hydrogen-from-brunei-i
https://www.bizbrunei.com/ahead-to-begin-worlds-first-international-supply-of-hydrogen-from-brunei-i
https://www.bizbrunei.com/ahead-to-begin-worlds-first-international-supply-of-hydrogen-from-brunei-i
http://www.bizbrunei.com/ahead-to-begin-worlds-first-international-supply-of-hydrogen-from-brunei-in-2020/
http://www.bizbrunei.com/ahead-to-begin-worlds-first-international-supply-of-hydrogen-from-brunei-in-2020/
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図12：2015年のバス用HRS（全負荷運転）に関するLCOHの滝グラフ
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図13：�電力コストおよびPEM電解槽利用率を関数とした水素コスト
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目標コストであるUSD 5–6/kgは電解槽を電力グ
リッドに接続することで、今日すでに達成可能で
す（すべてのグリッド料金、税金を含めた2017年
のデンマークの電力料金を踏まえた場合）(FCH-
JU, 2017b)。さらに、目標のLCOHはわずか40%
の稼動時間で達成可能です。つまり、電解槽は

（‌化石燃料ベースの電力を消費する）全負荷で
運転する必要がないという意味です。これに加え
て、グリッドに接続した電解槽は水素需要の近く
や、オンサイトでも運転可能なため、ロジスティック
費用の大幅な軽減につながります。

オフグリッドVREから水素を生産する場合の投資
対効果には、（PVと風力プラントを組み合わせる
ことで高い負荷率となっている）チリのケースを
例外として、グリッドからの電力と比較した再生可
能パワープラントの相対的に低い負荷率が主な
要因となり、依然として課題があります。

しかし、このアプローチによりグリッド費用を回避
し、高い太陽光・風力資源のある辺境の土地を
利用して水素生産用の大規模で低コストのVRE
施設を建設することができます。

オフグリッドで電解槽の負荷率を引き上げる選
択肢としては、太陽光発電所と風力発電所の組
み合わせ（図13）、CSPと蓄熱との併用、バッテ
リー利用による電解槽効率性の最適化、が挙げ
られます。より成熟したPEM電解槽技術を利用
し、VREプラントと直接接続した場合、2030年ま
でに投資対効果がプラスになる可能性がありま
す。エネルギーシステムの脱炭素化を促進する政
策があればこの状況をすばやく変化させ、大規
模な展開を引き起こすことで、さらなる費用軽減
が可能になります。

オフグリッドでの変動性再生可能エネルギーを原料とした水素生産の投資対効果には依
然として課題があります。
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3 �エンドユースセクターにおける水素用途

16	 水素協議会は、水素に関連したさまざまな技術（乗用車、バッテリー、天然ガス、炭素回収・貯蔵/利用など）に対
して利害を有するエネルギー、輸送、工業セクターの主要企業によるグローバルイニシアチブで、エネルギー移行
を促進するための水素に関する統一的ビジョンおよび長期的目標を策定しています。2017年にダボスで開催さ
れた世界経済フォーラムで発足し、CEO陣をメンバーとして成長を続けるこの連合は、水素・燃料電池セクター
の発展および商業化への投資の加速を目指し、適切な政策や支援スキームによって将来的なエネルギーミック
スの一部としての水素に対する支援を拡大するよう主要なステークホルダーに対して働きかけを行っています。

17	 そのうち、19 EJは原料として使用。
18	 アンモニア用ガスなど、原料を除く。
19	 REmapの手法に関する詳細はこちらを参照してください： http：//irena.org/remap/Methodology

水素は輸送、工業、さらに建物や動力など従来
のガスグリッドに依存し、電化が困難なセクター
における再生可能エネルギーの展開促進に役
立ちます。

水素協議会のための最近の研究 16（2017年）は、
水素の長期的なポテンシャルとその展開へのロ
ードマップを総合的に評価しています。同研究は
2050年までに世界の最終エネルギー需要の
18%、約78 EJ相当を水素でまかなうことができ
ると予測しています17。これに伴う排出量削減は
年間6ギガトンと見込まれます。2015年時点の水
素需要は8 EJで、その大半は工業原料として使
用されています。図14に示すように、この水素は
現在化石燃料を原料に生産されています。

このポテンシャルが現実化するには、政策的・
財政的支援のほか、大幅な費用削減が必要で
す。IRENA（2018年）による最新の経済的評価で
は、原料用途に加え、水素の世界レベルの経済
ポテンシャルは2050年までに約8 EJとなると推
測しています18。この大半は輸送用途ですが、鉄
鋼や化学品セクターなどの工業利用も多いとみ
られます。水素協議会が策定したロードマップは
適切な状況（政策、規制、規則、基準の整合など）
が揃った経済において水素が持つポテンシャル
に関して業界がコンセンサスに達しているビジョ
ンであるものの、無数のポテンシャル成果のひと
つにすぎません。IRENAの評価はパリ協定で定
めた目標を達成するための再生可能エネルギー
オプションのミックスに目を向けています19。図14
はこれらの研究を比較したものです。

以降のセクションでは、原料およびエネルギー�
キャリアとしての水素用途の可能性について概観
します。
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3.1 輸送の脱炭素化

FCEVは従来の車両と同様の走行距離や燃料
補給時間を持つ電気自動車です。このため、長
距離・高利用度の車両（トラック、バス）や列車、フ
ェリーボート、さらにフォークリフトといった実用車
両をはじめとする、現在のバッテリーでは限界が
ある高デューティサイクルセグメントまで電力モビ
リティを拡大するものです20。したがって、水素は
エネルギー移行というより幅広いコンテクストに
おいてBEVを補完するものとみなされるべきで

20	 フォークリフト市場では、FCEVは生産性向上をベースにした価値提案ですでに商業的ソリューションとなってい
ます。なかでも、フォークリフトトラックのセグメントが最も進んでおり、全米の倉庫ですでに数千台が導入されてい
ます（コカコーラ、BMW、アマゾンなど）。バッテリーから燃料電池への切り替えにより、オペレーターは車両の稼
動率を上げ、労働コストを下げ（バッテリーの交換作業が不要）、必要なスペースを縮小（バッテリー保管用スペ
ースが不要）することができます（IEA Hydrogen, 2017）。

す。FCEVとBEVは一部の市場では競合するもの
の、各セグメントにおいてはFCEVとBEVそれぞ
れに競争上優位な利点があります。

以下の図15はこのような補完性を示しており、
車両重量および必要な走行距離に基づいて輸
送セクターを区分けしています。各市場につい
て、BEV、FCEV、バイオ/H2ベースの合成燃料と
いう三種類の代替的ドライブトレインの適性を示
しています。
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図14：2050年の最終総エネルギー供給量における水素のポテンシャル（単位はすべてEJ）

出典：IRENA（2018年）、水素協議会（2017年）
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BEVは走行距離の短い小型・軽量車両に非常に
適しており、FCEVは長距離を走行する重量車両

（トラック、地域/都市間バスなど）および稼働率
の高い車両（タクシーなど）にとってメリットがある
ことがわかります。さらに、FCEVは水素の柔軟性
とBEVの効率性を併せ持つことから、長期的に
は最も経済的な選択肢となる可能性があります。

FCEVは重量車両市場（トラック、バス）において
短期的なポテンシャルがあります。このセグメント
では、水素および燃料電池が重要な役割を果た
し、BEVと比較してユーザーにとって明らかな優
位性（燃料補給時間、走行距離）をもたらすと期
待されています。燃料電池バスは実際の環境に
おいて検証および実証が行われています。生産
コストは近年で大幅に下がり、生産量の増加に

伴い、その傾向が今後も続きます。燃料電池トラッ
クは現在開発段階にあり、今後数年間で大規模
な展開が、特に米国（トヨタ、ノキアなど）におい
て、進むと予想されます。短中期的には、このセグ
メントでは、水素は現在世界中で展開が進んで
いる天然ガスやバイオ天然ガスで走行する車両
との競合を経験する可能性があります。

燃料サプライチェーンやインフラなど、複数の要素
が実現した場合、FCEVには中型・大型乗用車
のセグメントにおいてより長期的なポテンシャル
があります。FCEVは稼動率が高く、燃料補給時
間を制限する必要のある市場セグメント（タクシ
ー、輸送拠点から届け先への配達）において、ユ
ーザーに対する競争優位性がBEVより優れてい
ます。現在、この種の車両の大半は商業的には

図15：輸送市場の区分

出典：水素協議会（2017年）
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初期段階にあり、2017年時点で実際に道路を走
行している数は世界で8,000台程度にすぎませ
ん。トヨタ、ヒュンダイ、ホンダ、さらに中国の自動車
メーカーSAICといった複数の世界的自動車メー
カーが日本、カリフォルニア、欧州、中国を含む、
世界の一部地域で商業化を始めています。

水素はさらに長期的には、道路輸送に加えて鉄
道輸送、海運、航空の脱炭素化に貢献するポテン
シャルを有します。

鉄道セクターでは、ドイツ北部でアルストム社製
の初の水素列車が非電化路線のディーゼル列車
に代わって商業サービス用に導入されつつあり
ます。これによりシステム提供者は新規の架空線
設置による高額の支出を回避することができま
す。その他にも複数の国（英国、オランダ、オースト
リアなど）で同様の計画を数年内に実施する計
画が進んでいます。

海運セクターでは、燃料電池船舶がさまざまな
セグメント（フェリー、シャトルなど）で実証段階に
あり、規制の後押しにより、展開がいっそう急速
に進んでいます。水素燃料電池はまた、現在は
多くの場合ディーゼルオイルや燃料油をベース
としている船上および陸上の電力供給に代わっ
て利用することが可能で、港湾内の有害排出物

（NOX、SOX、粒子状物質）をなくし、港湾での
電気的接続にかかる高額な設置費用を回避す
ることにつながります。長距離船舶には、2050
年までに温室効果ガス（GHG）の排出を50%削
減するという国際海事機関の目標を満たし得る
選択肢として液体水素が候補に挙がっています

（UNFCCC, 2018）。

航空では、燃料電池ベースの電気推進につい
て、プロペラ駆動の地方用小型航空機を対象に
検討および実証（ドイツのHY4実証プロジェクトな
ど）が進んでいます。また、水素燃料電池は機内
の電力供給に関連して複数の用途が有望視され
ており、2020年から2050年の間に導入の可能性
があります。ジェット機については、航空バイオ燃
料を補完するため、ドロップイン燃料としてエレク
トロフューエル（e-フューエル）を使用することで
脱炭素化を実現できる可能性があります。これは
経済性の改善（現在、エレクトロフュエルの生産コ
ストは置き換えようとする化石燃料を大幅に上回
るため）、さらなる技術発展、実証、さらに航空産
業で義務付けられている厳密な試験に左右され
ます。

燃料電池ベースの車両の導入には、BEVの場合
同様、専用の燃料補給インフラの展開が伴う必
要があります。HRSは容量や水素出力圧力レベル

（350または700 bar）に応じて構成されるため、
車両の種類や台数によって必要なHRSの種類が
決まります。

「鶏が先か、卵が先か」的なジレンマを克服する
ことはモビリティセクターの水素産業が直面する
主な課題です。これは乗用車セグメントにとって
特に大きな問題となっています。車両メーカーは
水素ステーションが配置されていない状況では
消費者が車両を購入する可能性は低いことか
ら、燃料電池車両への投資に二の足を踏んでい
ます。一方、エネルギー・工業用ガス会社は、水素
インフラは投資回収に数年を要することから、水
素車両が商業化されない限りは、必要な水素イ
ンフラを展開する準備はありません。そのため、多
くの国で政府が投資支援に踏み込んでいます。
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インフラサイドでは、水素生産および流通インフラ
には多くの資本が必要なことから、水素需要の
長期的な見通しおよび市場を確保する政治的コ
ミットメントなくしては、そのような投資にはリスク
や困難が伴います。技術を実行可能にするには、
大規模な設置を通じてスケールメリットを実現し、
エンドユーザーにとっての水素コストを軽減する
ことが必要です。水素需要の臨界量を確保する
ことが、重量車両および高デューティサイクル用途
への関心を高めるインフラ投資への大きな障害
となっています。車両が商業ベースで販売されて
いないという現状もまた、ほとんどの国において
インフラ提供の障害となっています。しかしなが
ら、短中期的には、水素はまずは小規模の燃料
供給ステーションでオンサイト生産できる可能性
があり、拠点に戻り燃料を補給する車両（地元自
治体車両、バス発着所など）から始めることが考
えられます。これらステーションは一般に公開する
ことも可能です。

3.2 工業の脱炭素化

短期的には、数十年にわたり水素が使用されて
きた大規模な工業セクター（精製、アンモニア製
造など）が、規模の効果を即時に生み出し、急速
な費用削減へとつなげることができることから、
電力の水素変換の初期の主要市場となると期
待されます。長期的には、電解槽を使用して再生
可能エネルギーから生産された水素が工業の
大規模な脱炭素化に貢献する可能性を秘めて
います。

既存の水素供給の脱炭素化

再生可能エネルギーから生産した電気による電
力の水素変換は、数十年にわたり（化石燃料ベ
ース）原料として水素が利用されてきた以下のセ
クターの排出量削減に貢献することができます。

各工業について、水素の原料を化石燃料から再
生可能エネルギーに切り替えるだけで済む場合
もあれば、工程の変更により関連投資が必要と
なるセクターもあることから、関連する変換コスト
のある具体的な経路について慎重に評価を行う
必要があります。

•	 重工業

–– 化学：アンモニア、ポリマー、樹脂の製造は水
素にとって主要な工業市場です（図4参照）。

–– 精製：世界的に見て、精製所は工業で2番目
に水素消費の多い市場です（図4参照）。水
素は燃料の水素化分解や脱硫に使用され
ます（水素処理）。

–– 鉄鋼：水素は焼なまし（変型した箇所の延性
を回復するための金属の加工熱処理）に使
用されます。このセクターの世界需要の合計
は比較的小さいものです。

•	 その他の工業：

	 その他にも水素を利用する工業プロセスはあ
りますが、合計しても世界の水素需要のわず
か1%を占めるにすぎません。ガラス、食品（脂
肪の水素化）、バルクケミカル、プロパティケミ
カル、半導体の製造、発電機の冷却、さらに航
空宇宙産業におけるロケットの推進燃料として
の用途などがこれにあたります。現在の水素
生産の選択肢の大半は化石燃料をベースとし
ています。例えば、欧州および米国ではSMR
が主要な選択肢となっています。中国では、副
産物の水素の活用が主となっていますが、石
炭の気化もまた金属や石油化学製品の製造
に使用されています。オーストラリアでは、ほと
んどの水素は石炭のガス化で生産されてい�
ます。
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工業は、限られた数の設備でもさらなるコスト削
減につながるスケールメリットを可能にする、電力
の水素変換の戦略的市場となる可能性がありま
す。これによりその他のセグメント、特にモビリティ
セグメントにおいて導入が加速し、電力の水素変
換の経済性が改善する可能性があります。しかし、
工業における再生可能エネルギーからの水素の
取り込みは、コスト高によって伸び悩んでいます。

工業は原料価格に非常に敏感に反応する傾向
があるほか、プラントを別の国に移転した場合に
は炭素リーケージが発生するリスクがあります。し
たがって、政策および規制の枠組みが、重工業に
おける再生可能エネルギーを原料とした水素の
展開の主な推進要素（排出削減規制、再生可能
エネルギー指令、炭素市場など）とみなされる必
要があります。

重工業とは対照的に、一般的に排出規制や炭素
市場の義務の対象となっていない軽工業におけ
る電力の水素変換の導入は、その経済性からお
おむね支持されています。これまで、発電機の大
型タービンの冷却に水素を利用し、水素で冷却
した発電機から自家利用できる水素を電解槽で
オンサイト生産する場合を除いて、電解槽は最も
コストの低い選択肢ではありませんでした。電解
槽費用の軽減と、柔軟性がもたらす追加収益確
保の可能性を合わせると、中期的には展望が変
化する可能性があります。

化学薬品および精製セクターは再生可能エネル
ギーを原料とする水素の展開につながる主要市
場となる可能性があります。これら工業は長期に
わたり一定価格で大量の水素を必要とします。
工業は通常、長期契約を結ぶ専属顧客となるケ
ースが多く、これが価格や量を確実なものとしま
す。量の多さはスケールメリットのほか、ガスグリッ
ドへの注入やグリッドサービスの提供による複数
の収益の積み重ねへとつながり、再生可能エネ
ルギーを原料とする水素の競争性が、SMRを原
料とする水素のレベルに近づきます。

エンドユースセクターにおける化石燃料に代わ
る再生エネルギーを原料とする水素

水素の新たな用途はさまざまな業種で見いだす
ことができるため、再生可能エネルギーを原料と
する水素は大規模な脱炭素化に向けた選択肢と
なる可能性があります：

•	 水素専用の燃焼器での水素燃焼（>650°C）に
より、天然ガスやその他の化石燃料の代わり
に水素を利用して高位熱を製造する。例えば、
セメント・鉄製造は高温のプロセス加熱が大量
に必要です。水素はまた、熱と電力の両方を製
造するコージェネレーションプラントでも利用で
きます。

•	 鉄鋼石削減により排出を削減する。現在、製
鉄では炭素源として主にコークス用炭を利用
しています。コークス用炭は鉄鉱石の還元剤
として作用します（鉄鉱石内の炭素[C]と酸素
[O]を反応させてCO2を生成）。水素を利用し
た直接還元（DRI-H）という、従来の方法に代
わるコークス不要の革新的なプロセスが現在
実証段階にあり、エネルギー効率に優れた低
炭素の製鉄に向けた足がかりとなる可能性が
あります（酸素[O]と水素[H2]を反応させて水
[H2O]を生成）(FCH JU, 2017b)。

•	 ガソリン、ディーゼル、ケロシン、メタノール（いわ
ゆる「パワー・ツー・リキッド（電力からの液体合
成）」）、または、電解槽で生成された水素と排
出プロセスで収集された（もしくは大気から抽
出された）CO2を組み合わせる天然ガス（メタ
ン生成）などの合成燃料を製造する。全体的
な生産工程のエネルギー効率は限られている
ものの、これらの経路は航空をはじめとする排
出削減に限られた選択肢しかないセクターに
再生可能エネルギーを浸透させる道筋となる
可能性があります。
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3.3 �ガスグリッドの脱炭素化 

短期的に、再生可能エネルギーを原料とする水
素のガスグリッドへの注入は、電力の水素変換
の経済性を改善する収益上昇につながるポテン
シャルを秘めています。長期的には、大量の再生
可能エネルギーを貯蔵しながら、天然ガス需要
の脱炭素化に結びつく見込みがあります。

電解槽を利用して再生可能エネルギーから生産
された水素は、天然ガスに混ぜて、複数の要素
やコンポーネントにより異なるものの一定のレベ
ルまでガスグリッドに注入することができます。し
たがって、建物、工業、発電所での天然ガス使用
に関連した排出量の削減に貢献することが可能
です。

短期的には、ガスグリッドへの注入は水素生産拡
大の初期段階を支えるための、低価値かつ低投
資の足がかりとなります。HINICIO、およびFCH 
JUの最近の研究（2017b）でTractebelが指摘し
ていますが、

水素注入はモビリティの「死の谷」を通じた電力
の水素変換のリスク軽減策としてとらえるべき�
です...

ガスグリッドへの注入により、期待される需要が
現実化しないリスク（「死の谷」）が依然として高
い立ち上げ段階において、低い限界経費で損益
分岐点に向けてキャッシュフローを押し上げるこ
とができます。グリッドサービスの提供には通常、
電解槽が運転中であることが必要なため、注入
はグリッドサービス提供から収益を確保すること

21	 2015年、欧州の天然ガスの総需要は約5,375 TWhに相当する5,480億立方メートルでした。「欧州」は以下の31
か国で構成されます：欧州内OECD加盟国 + ブルガリア + クロアチア + リトアニア + マルタ + ルーマニア + マケ
ドニア。注：セルビアについては、2017年以降のEurostatデータしか入手可能ではないため、考慮されていませ
ん。OIES（2018）「欧州内OECD加盟国」は経済協力開発機構（OECD）加盟国から成り、最先進諸国におおよそ
相当します。

を可能にする、電解槽のほぼ連続的な運転にも
つながります。

注入税といった手段はガスグリッドへの水素注入
をサポートします。税は水素と天然ガスの費用差
をカバーするよう設定することができます。水素
は余剰容量がある場合（モビリティや工業の需要
が全負荷での生産を要求しない場合）、および水
素の限界経費が注入税を下回る場合はいつで
も注入されます。このため、注入は電力のスポット
価格が低いときに行われます。電解槽技術の現
在の状況を考慮すると、この注入税のレベルは
一部の欧州諸国の現在のバイオメタンの注入税

（+/- EUR 90/MWh）とほぼ同じと考えられます
（FCH JU, 2017b）。

長期的には、水素のガスグリッドへの注入は再生
可能エネルギーを大量に貯蔵する方法になると
考えられます。水素は既存のガスインフラを利用
することから、電力グリッドの高額なアップグレード
や拡張を回避することができます。

電力の水素変換が電力に対して有する主な優
位点は、水素の大規模な貯蔵が可能であるとい
う点です。このため、需要の大幅な変動に対応
でき、季節の需要ピークに応えられるよう季節間
の貯蔵（冬季の暖房など）も可能です。ガスネッ
トワークの供給能力の大きさを踏まえると、たと
え低い混合率であっても、大量の変動性再生可
能エネルギーの吸収が可能です。欧州連合だけ
でも、ガスグリッド内にメタンとして貯蔵されてい
るエネルギー量は約1,200テラワット/時（TWh）
（ENERGINET, 2017）で、これは欧州の天然ガ
ス総需要の約1/5に相当します21。
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最適な混合濃度は既存のネットワーク、天然ガ
ス組成、エンドユース用途によって大きく異な
ります。従来の研究では、一般的に、水素濃度
が比較的低い混合（最大で体積の10–20%）で
は、混合のためにインフラに大規模な投資や改
良は必要なく、安全に実施できることが明らか
になっています（IEA, 2015; DNV- GL, 2017; 
NREL, 2013; カナダ国立研究機構, 2017）。混
合割合に関して最も重要な用途はガスタービン、
細孔貯蔵、圧縮ステーション、圧縮天然ガスタンク

（図16参照）です。ガスフロー検知器、数量変換

器、エンドユースメーター、さらに住宅セクターに
設置されているガス機器は調整や改良が必要�
となります。

水素の混合濃度が体積の20%を超える場合、
既存のインフラやエンドユース用途に大幅な
変更が必要となります。場合によっては、純粋
な水素に対応するようローカルまたは地域ベ
ースで（特定の近隣地域など）インフラや用途全
体を変更する方がより経済的なこともあります。

図16：�ガスのインフラ構成要素の水素許容性 

出典：DVGW（2012）から編集
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英国リーズ市の「Iron Mains Project」はこの
選択肢を具体的に調査するもので、フィーシビ
リティ調査が完了しています（Northern Gas 
Networks,2017）。リーズは、工業クラスター

（Teesside - ティーズサイド）、大規模な石炭発
電所、炭素回収・貯蔵（CCS）に利用されているか
つての海上ガス田に近いなど、好ましい条件が
揃った特殊なケースです。また、英国の主要ガス
グリッドは老朽化が進み、交換の必要があります。
古いパイプラインは事故のリスクを軽減するため
に、水素供給により適すると思われる最新のポリ
エチレンパイプおよび最新の機器に40年計画で
交換されます。これらの要素が、リーズにおける
水素への移行を検討する論理的根拠となります。
このほか、ドイツのノルトフリースラント地区（クラ
ンクスビュルおよびノイキルヒェン）のものなど、い
くつかのテストケースがあります22 。

22	 www.hansewerk.com/de/ueber-uns/innovationen/forschungsprojekte/wasserstoff-einspeisung.html.

23	 ロッテルダム港は海上風力発電のH2をバイオマス廃棄物と組み合わせることで、化学製品製造の中心地として
の地位を維持しようと検討しています：www.portofrotterdam.com/en/news-and-press-releases/ study-
outlines-how-rotterdams-industrial-sector-can-comply-with-paris

水素の各種混合濃度および既存ガスインフラへ
の注入レベル、さらに必要な改良や投資につい
て理解を深めるには、さらなる研究が必要です。
ガスグリッドは各地で技術的特徴が異なるため、
研究はケースバイケースで行われなければなり
ません。ほとんどの国は天然ガス内の水素含有
量について制限を設けているため、関連する研
究や試験の実施が完了した後、水素混合には規
制適応が必要となります。

長期的には、低コストの変動性再生可能エネル
ギーがあるために混合濃度が許容可能な上限
に達した場合、メタン生成によって水素から合成
メタンを生産することも技術的可能です。このと
きは、水素（H2）をバイオマスの炭素（C）または
濃縮エネルギー源（または大気中）から回収した
二酸化炭素（CO2）と混合して合成メタン（CH2）
を生成します23。このルートには一切の追加的コ
ストや、ガスインフラまたはエンドユースレベルで
の技術的障害が発生しないにもかかわらず、水
素生産に加えてCO2の追加的回収やメタン生成
が必要となるため、効率の低さとプロセス自体の
コストが主な課題として存在します。

http://www.hansewerk.com/de/ueber-uns/innovationen/forschungsprojekte/wasserstoff-einspeisung.html
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3.4� 燃料電池をベースとした水素の電力
変換

再電化（電力の貯蔵と再生）は、変動性再生可能
エネルギーの割合が高くなり、需要の季節性と
生産を整合させるために季節性貯蔵が必要にな
った場合に、長期的には有望な選択肢です。しか
し、ほとんどの場合、揚水発電や電池貯蔵と比較
した場合の往復効率の低さやCAPEXの高さに
より、中短期的な投資対効果に大きな課題が残
ります。

通常、変動性再生可能エネルギーおよび電気貯
蔵は純粋に経済的根拠に基づいて発展するた
め、（化石燃料ベースの）電力コストが高い孤立
した電力システムはニッチ市場としてのポテンシ
ャルを有します。そのような環境では、水素を利
用したより長期の貯蔵と日中電池貯蔵を組み合
わせる方が、エネルギー価格の低い状況より遥
かに早く経済的現実として形となる可能性があり
ます。

このほかにも、連続電力供給用の定置電力、ネッ
トワーク機器（通信塔）やデータセンター用の電
力バックアップシステム、さらに孤立地域・島嶼で
のオフグリッド電力供給など、水素および燃料電
池がすでに役割を果たし得る領域において、い
くつかのニッチ的な用途が存在します。定置型の
水素燃料電池は、一般的により安価で往復効率
の優れたバッテリーと競合します。ただし、水素貯
蔵および燃料電池は、バッテリーのように自己放
電せず、寿命がより長く、より高い温度に耐えるた
め、より厳しい気候において有効です。

電力より大量のエネルギーが必要となるケース
（‌長時間の電力供給を貯蔵）では、定置型発電
に水素を利用できる可能性があります。定置型燃
料電池は、より多くの保守を必要とするディーゼ
ル発電機に取って変わることが可能なため、辺境
地での導入にも適しています。さらに、高級な観
光地を抱える島では、騒音や臭いの軽減、空気
品質の改善といった要素を持つ定置型燃料電池
は魅力的な選択肢となります。



再生エネルギーを利用した水素生産42

4� 水素サプライチェーンの創出

24	 この限界値は、ほとんどのケースにおいてサイトあたり1日にトレーラー2台分を超えて供給することは実際的な
視点から実行可能ではないという点を考慮し、トレーラートラックの積載能力である400kgの水素をもとに決定
しています。技術的進歩によって、理論上増やせるトレーラーの積載能力は最大水素1.3トン（物理的限界）まで
です。したがって、一日の消費量が0.5–1.5トンを超える場合、オンサイトでの水素生産または水素専用パイプライ
ンでの供給が技術的に唯一可能な選択肢であると言えます。

水素のエンドユース用途の段階的展開には、生
産能力、輸送用の精製・加圧、さらに輸送・流通
能力の増強を含む、水素サプライチェーンの総合
的な増強が必要です。理論的には、オンサイトで
の生産（水素を消費する場での水素生産）から集
中的生産、さらにはタンカートラックやガスパイプ
ラインや水素専用パイプラインによる長距離輸送
まで、幅広い選択肢が揃います。

実際は、サプライチェーンの構造は地理的分布
や需要の性質、さらに以下の要素に影響を受け�
ます。

•	 第一に、水素生産はサプライチェーンの中でも
最も大きな資本を必要とする部分であるため、
オンサイト生産のコストと比較して、既存の水
素源または水素製造のための原料が近くにあ
るかどうか。

•	 第二に、生産限界値24を超えた場合、オンサイ
ト生産または水素専用パイプラインでの供給
だけが実行可能な主流の供給モードとなりま
す。この状況は近い将来も変わらないとみられ
ます。

•	 第三に、リスク管理の視点から、新規の大規模
生産能力への投資は従来、生産量の大部分
を単一の顧客（または限定数の顧客）に対し
て事前の長期契約を結んだ上で販売する場合

（NREL, 2016a）または、初期の損失をカバ
ーできる十分な自己資本バッファーまたは政
策立案者による財政的なリスク軽減策（FCH 
JU, 2013）によって正当化できる場合に限り、
行われてきました。

これら影響はすでに出ており、現在の水素サプラ
イチェーンを形成しています。従来、工業ガス会社
は副産物の水素を回収し顧客企業に供給してい
ました。さらに、精製所などの大規模な産業消費
者は自社用に大規模なSMR施設をオンサイトで
所有・運転していました。
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工業ガス会社が重工業における足跡を拡大し、
長期契約のもとで大口消費者に供給するための
大規模生産能力への投資を始めたのは1960年
代になってからのことです。さらに、調整・充填セ
ンターに投資し、大規模な生産アセットによる経
済性を活かすことで、より小量の水素をトラックで

遠く離れた商業市場に供給してきました。水素
は、量および距離によって、ガスシリンダー（小量）、
ガストレーラー（大量、近距離）、液体（大量、長
距離、一般的に米国内）のいずれかで届けられ�
ます。

図17：水素サプライチェーンの将来的な成長パターンの可能性

注：数字の1、2、3、4は考えられる将来のさまざまな発展段階を時系列で示したものです。
典拠：HINICIO（2016）
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これまでの展開パターンは、経済的実行可能
性および、最終消費者への競争力ある価格の水
素供給につなげるための、水素サプライチェーン
における将来的な投資の青写真として参考に
することが可能です。4つの段階が予想されます�
（図17）。

•	 新規の水素生産施設への投資は大口消費者
向けの複数メガワット発電能力（天然ガスグリッ
ドを水素グリッドに変換する地域、中規模-大規
模工業、水素列車、ボート、バス車両など）に焦
点を絞ることで、長期的な取引量の確保につ
ながります（長期供給契約による）。

•	 第二段階および第三段階では、これら新規の
施設は、調整・充填センター、およびロジスティ
クス（トレーラー）への投資を通じ、地元の小口
消費者供給用の「半集中型」または「集中型」
の水素源となる可能性があります。

•	 最終用途が大量市場に到達し、再生可能エネ
ルギーを原料とした水素の供給が拡大を続け
ると、再生可能エネルギーを原料とする水素
の利用可能性に地域差が生じ始める可能性
があります。余剰の水素を有する地域は水素
の不足している地域へ輸出することが考えら
れます。これは再生可能エネルギーについて
大きなポテンシャルを秘め、輸出能力を持つ国
（々チリ、オーストラリア、中東、北海地域など）

と水素需要が多く再生可能エネルギーのコス
トが高い、またはポテンシャルが限定されてい
る国との間の大陸規模、さらには大陸をまた
いだ水素市場の誕生へとつながります。天然
ガスの世界市場の場合同様、長距離輸送の
場合は水素を専用のパイプライン経由で、ま
たはガス以外の（体積密度が低い）形態で輸
送する必要があります。選択肢は、液体水素か
ら、LOHCs、メタノール、アンモニア（水素から
生成され、再び水素を抽出することが可能）と
いったほかのキャリアに及びます。
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5� 政策立案者への提言

水素は数十年にわたり複数の主要工業で原料
として使用されてきました。エネルギー移行に
おいて、水素は輸送、工業、現在の天然ガス利
用など、直接的な電化による脱炭素が困難なセ
クターに大量の再生可能エネルギーを供給す
るために効果的な「ミッシングリング（失われた
環）」になる可能性があります。この点において、
電力の水素変換は、今後数十年で実現が予想
されるVREの割合増加に対応するために必要
な、いっそうの柔軟性を部分的に提供することが�
できます。

技術の準備は整っています。必要な費用軽減を
達成し、エネルギー移行を長期的に可能にする
水素の経済的実行可能性を確保するためには、
急速な拡大が必要です。

当初の取り組みは、最小限のインフラ要件でス
ケールメリットを迅速に生み出すことのできる大
規模用途や、再生可能エネルギーを原料とした
水素が気候変動目標の達成において最も優れ
た選択肢となるセクター（精製所、化学製品用施
設、メタノール生産）および重量輸送（大型水素バ
ス、トラック、非電化路線の列車、海洋など）に、重
点を置くことが考えられます。

急速な拡大を実現するには、適切な民間投資を
促す安定的かつ支援的な政策の枠組みが必要
です。これはサプライチェーン全体（機器メーカー、
インフラオペレーター、車両メーカーなど）につい
て当てはまります。

図18内のチャートではバリューチェーンの各段階
で工業が直面している主な課題をまとめ、それら
を克服するための政策を提案しています。

最終消費者を対象とした、技術に左右されない
対策は水素需要を引き起こし、インフラへの投
資を正当化します。そのような対策としては、カー
ボンプライシング、排出規制（低排出ゾーン、排出
基準、目標）、再生可能エネルギーの割合に関す
る具体的な指令、対象セクターでのカーボンプラ
イシングなどが考えられます。

短期的には、現在ある技術で初期のコスト差を 
（部分的に）カバーできる対策が必要です。こ
れは特に、自動車用途（FCEV）およびインフラ投
資に当てはまります。これらの対策（CAPEX補助
金、税金の払い戻し）は明確な廃止の方向性を
示した上で、優先的な技術やセグメントを対象に
実施することが可能です。

インフラ投資のリスクを軽減し、サプライチェーン
の経済性を改善するには、具体的な対策が必要
です。例えば、エネルギーやエネルギーサービス、
炭素市場からの複数の収益の獲得は、エネルギ
ー移行における水素の役割についての長期的ビ
ジョンに十分沿いつつ、インフラ投資の収益性を
短期間で実現するための重要な要素ととらえる
ことができます。再生可能エネルギーから生産さ
れた水素をエンド用途に供給するには大幅なイ
ンフラ投資が必要となります。

さらに、ガスグリッドへの水素注入に対する税の
創設は、短いタイムスケールで十分な需要を生み
出すことで、スケールメリットによるコスト軽減を
引き起こし、モビリティや工業に供給する主要用
途としての大規模電解槽への初期投資のリスク
を軽減する上で極めて重要であることが判明す
るでしょう。ガスグリッドへの注入はそのような主
要用途に加えて、追加的な収益となりえます。
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上流では、水素生産のための再生可能エネルギ
ー発電能力の十分な活用は再生可能エネルギ
ーを原料とした水素の認定を推進することで促
進することができます。認定スキームはそのよう
な電力利用（グリッドと接続した場合）を登録し、
電解槽がもたらす体系的な付加価値をさらに強
調します。

安価な電力へのアクセスは、エンドユーザーにと
って競争力のある水素価格を確保する上で今後
も重要です。原産地保証スキーム25 は、経済効
率と環境健全性を同時に実現する上で効果的で
す。豊富な太陽光・風力発電に近い、混雑した送
電線の上流にあるなど、ノードの電力料金が低い

場所に水素生産施設を設けることは、グリッドの
制約を緩和する戦略となり、システムに必要な柔
軟性をもたらす可能性があります。これは再生可
能エネルギー専用施設からの分散型生産と相互
補完します。

最近の、再生可能エネルギーを原料とする電力
料金の急激な値下がりは、遠隔地での生産や大
陸間ロジスティックスのインフラのケースが一定の
条件のもとで実行可能であることを示すものです

（例として今日の液化天然ガスの世界市場を参
照）。ただし、これが検討すべき唯一の選択肢と
いうわけではありません。

図18：�電力の水素変換の主要課題と実現に向けて考えられる対策の概要

*システムにとってプラスとなるモードで運転した場合 
出典：HINICIO（2016）から編集
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第一に、このモデルには、中東、北アフリカ、メキシ
コ、チリ、オーストラリア、北海などで生産されてい
るような極めて安価な再生可能エネルギーが必
要です。

第二に、水素生産のコストを下げるために規模
が必要です（数百メガワットからギガワットなど）。

第三に、下流の地元顧客（大規模工業または大
規模モビリティでの導入）を、リスクを軽減する長
期的な契約のもとで早期に確保する必要があり
ます。

中長期的には、拡大段階において、低コストの再
生可能エネルギーのポテンシャルが低い水素消
費国への輸出を検討することが可能です。ブル
ネイおよびオーストラリアから船で水素を輸送す
る最初のプロジェクトの立ち上げが進んでいます
（‌上記参照）。

さらに、エンドユーザーのとっての水素価格の値
下げにつながる、継続的な費用軽減およびシス
テム全体の効率改善には、研究、開発、展開への
継続的投資が必要です。技術・規制・経済面のさ
まざまな要素が存在する実際の状況での経験
をさらに得るには、全面展開を視野に入れた試
験・実証プロジェクトの実施が必要です。高効率
で柔軟性に富む電解槽の分野におけるさらな
る研究・実証により、LCOHのいっそうの低下を
可能にするブレイクスルーにつながるかもしれ�
ません。

最後に、再生可能エネルギーを原料とした水素
の役割をより幅広い世界的なエネルギー移行の
一環として認識する必要があります。これは水素
を脱炭素化のシナリオに組み込み、エネルギーシ
ステムモデルの選択肢として十分に考慮すること
を意味します。
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変換率

水素

容積等量

1 kg H₂ = 11.1 Nm³ H₂

電力等量

1 kg H₂ = 39.4 kWh HHV

1 kg H₂ = 33.3 kWh LHV

エネルギー等量

1 kg H₂ = 120 MJ LHV

1 kg H₂ = 142 MJ HHV 

エネルギー

1 TWh/yr = 31.5 EJ
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